
令和元年度の防災関連事業計画について（ハード事業） 

 

１．治水対策事業 

■雨水ポンプ場改築事業               予算額  １６８，５７０千円 

ポンプ場の改築及び更新事業を行う。 

  堀江ポンプ場 ：改築及び更新工事   事業費 １２３，３７０千円 

豊田川ポンプ場：改築及び更新工事   事業費  ４５，２００千円 

 

■雨水ポンプ場整備事業               予算額   ６１，０００千円 

ポンプ場を新規に整備するための詳細設計などを行う。 

  西清洲ポンプ場：詳細設計       事業費  ６１，０００千円 

 

■幹線管渠整備事業                 予算額  ２２３，１９７千円 

区 分 計画延長 平成 30年度末 令和元年度 令和 2年度以降 

土田排水区 
□2.4ｍ×1.2ｍほか 

Ｌ＝約 484ｍ 

関係機関協議 

占用物件移設補償 

Ｌ＝約 50ｍ 

占用物件移設補償 

Ｌ＝約 434ｍ 

占用物件移設補償 

水場川右岸 

排水区 
排水面積 約 226ha 基本設計 詳細設計 

本管工事 

占用物件移設補償 

 

 ■雨水貯留施設設置事業               予算額  ２３０，０００千円 
新川流域水害対策計画（４７計画・河川分）により雨水貯留施設を全体で「２０，３３０

㎥」実施するにあたり、新川中学校に雨水貯留施設（２，５００㎥）の整備を行う。 

 

  【４７計画・河川分の実績】 

計画量 

① 

実施済み 

② 

未整備量  

①－② 

進捗率  

②／① 

20,330 ㎥ 17,830㎥ 2,500㎥ 87.7％ 

 

施 設 名 地 区 調整方法 容量 

し尿処理場施設内調整池 新川 オープン調整池 5,085㎥ 

清洲インターチェンジ部調整池 清洲 オープン調整池 4,127㎥ 

中沼１０１号 春日 地下貯留 940 ㎥ 

名高速高架下調整池 西枇杷島 地下貯留 835 ㎥ 

助七公園貯留池 新川 地下貯留 293 ㎥ 

夢の森保育園 春日 オープン調整池 200 ㎥ 

ネギヤ保育園 春日 オープン調整池 150 ㎥ 

清洲城広場 清洲 地下貯留 2,500㎥ 

新川西部浄化センター 西枇杷島 地下貯留 1,200㎥ 

上新公園 西枇杷島 オープン調整池 500 ㎥ 

枇杷島公園 西枇杷島 オープン調整池 1,200㎥ 

古城小学校 西枇杷島 オープン調整池 800 ㎥ 



 

 

 ■清洲橋架け替え工事【県事業】 
＜工事概要＞ 

  ○事業主体  愛知県尾張建設事務所 

  ○工事場所  朝日地内～一場地内 

  ○工事時期  平成２９年１１月から７年間を予定 

  ○路 線 名  主要地方道 名古屋祖父江線（清洲橋） 

  ○橋  長  約７０ｍ（現在の橋は約５０ｍ） 

  ○幅員構成  左岸交差点部に右折車線を設置、有効幅員３．０ｍ（両側）の歩道を確保 

 

２．公共施設の耐震化事業 

 ■橋梁改良費                    予算額  １８０，０００千円 

五条川改修事業に伴って実施する船杁橋の架け替え工事で、耐震基準を満たす橋へ３年計

画で実施する。 

過年度において既設橋撤去、下部工及び取付道路の整備が実施済みであり、３年目に当た

る令和元年度は橋梁上部工を実施する。 

【現在の施設概要】 船杁橋  所在地／清洲船杁町地内 

 現在 架け替え計画 

延長 ４８．０ｍ ６７．８ｍ 

幅員 ４．５ｍ ４．５ｍ（拡幅なし） 

構造 コンクリート橋 鋼橋 

耐震性 無 有 

架設年度 昭和３８年 令和２年３月完成予定 

 

水場川改修事業に伴って実施する白弓橋の架け替え工事で、耐震基準を満たす橋へ２年計

画で実施する。 

１年目に当たる令和元年度は既設橋撤去と片側の下部工を実施する。 

【現在の施設概要】 白弓橋  所在地／春日白弓地内 

 現在 架け替え計画 

延長 １４．０ｍ １８．６ｍ 

幅員 ６．５ｍ歩道なし １２．５ｍ両側歩道有り 

構造 コンクリート橋 鋼橋 

耐震性 無 有 

架設年度 昭和４９年 令和３年３月完成予定 

 

■橋梁維持費                    予算額   ３７，０００千円 

蓮花寺橋について、耐震補強及び補修工事を行う。 

【施設概要】 蓮花寺橋  所在地／春日東出 

延長：６５．７ｍ  構造：コンクリート橋  架設年度：昭和６３年 

【改修内容】 橋梁耐震補強補修工事 

追加落橋防止設置工（ＰＣケーブル）、伸縮装置取換え工、舗装工、ひび割れ補修工など 
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３．避難所関連事業 

■校舎長寿命化等改修事業              予算額  ８０９，４０６千円 

  学校施設の安全性を確保し、機能向上を図るため、清須市学校施設長寿命化計画に基づき、

工事優先度の高い建築後４０年以上経過した校舎から順次、長寿命化改修を実施する（令和

３年度までに、市内の小中学校全ての長寿命化改修が完了予定）。 

長寿命化改修工事の実施設計（平成３０年度策定）に基づき、西枇杷島中学校及び春日

中学校の改修工事を行う。また、古城小学校、星の宮小学校及び新川中学校については、

令和２年度の工事に向けて、長寿命化改修工事の実施設計を行う。 

 

 ■学校体育館防災用テレビ設置事業          予算額    １，７５５千円 

  指定避難所のうち、避難者が利用できる情報収集手段が未整備である学校の体育館に、テ

レビを設置するための設計を行う。 

 

４．防災行政無線（同報系）屋外子局の移設工事     予算額    ２，７８３千円 

  災害時及び行政連絡のために使用する防災行政無線（同報系）の屋外子局が、現在、清洲

配水場の敷地内に設置されているが、施設の解体に伴い移設する必要が生じたため、移設工

事を行う。 

 

  



 

  



令和元年度の防災関連事業計画について（ソフト事業） 

 

１．自主防災組織強化事業 

 ■自主防災活動支援費                  予算額  ７，４８０千円 

自主防災会のブロック化を推進し組織力を強化するため、自主防災会への支援を実施する。 

 ⑴ 自主防災組織補助金（平成３０年度～令和２年度の３か年で実施） 

   【内容】 

ソフト事業…手づくりハザードマップの作成、研修会・講演会への参加・開催 

    ハード事業…消火器等の新規購入や買替、防災資機材の購入 

【補助限度額】５０万円 

【補助率】４／５ 

⑵ 消火器の消火薬剤詰め替え費補助金 

  訓練や消火活動に使用した消火器の薬剤の詰替にかかる費用の補助 

  【補助率】１００％  

 

２．防災訓練 

 ■総合防災訓練（令和元年９月７日（土））        予算額  １，６３１千円 

会  場 庄内川水防センター周辺 

訓練内容 被害状況収集訓練、倒壊家屋救出訓練、救護所設置訓練、給水訓練、ドローン

による撮影訓練 等 

参加機関 西春日井広域事務組合消防本部、市消防団、防災協力会、自衛隊、赤十字奉仕 

団、自主防災会 等 

 ■自主防災訓練 

  安心して暮らせる事業  ２００円×世帯数 

 

３．地域防災リーダー養成講座 

 ■地域防災リーダー養成費                予算額    ４８５千円 

  災害の被害を最小限にくい止め、地域防災力を向上させるため、地域における防災リーダ

ーを養成する。地域の自主防災活動を通じて、防災・減災対策活動（危険箇所の把握等）を

行っていただき、特に災害時には、避難所の運営に率先して携わっていただく人材を養成す

ることを目的とする。 

  また、地域防災リーダー養成講座の修了者を対象にフォローアップ講座を行う。 

 

  ○養成講座 

   【第１回】 

日時：令和元年５月１２日（日） 午前９時～正午 

    内容：講義及びグループワーク 

    講師：レスキューストックヤード 浦野 愛 氏 

 

   【第２回】 

日時：令和元年５月１８日（土） 午後１時３０分～午後３時３０分 

    内容：防災講演会 

 



 

 【第３回】 

日時：令和元年７月７日（日） 午前９時～正午 

    内容：講義及びグループワーク（避難所運営訓練〔ＨＵＧ〕） 

        講師：レスキューストックヤード 浦野 愛 氏 

 

    会  場：清洲市民センター 

    講座修了者：４８名 

 

  ○フォローアップ講座 

   【第１回】（養成講座の第２回と共通） 

日時：令和元年５月１８日（土） 午後１時３０分～午後３時３０分 

    内容：防災講演会 

 

   【第２回】 

日時：令和元年１１月２４日（日） 午前９時～正午 

    内容：講義「地域防災リーダーとしての地域での活動」 

※リーダーとして自主防災訓練の企画や今後の防災・減災活動の術を学ぶ。 

    講師：レスキューストックヤード 浦野 愛 氏 

 

    会  場：清洲市民センター 

    募集人員：５０名程度（平成２９年度～令和元年度の修了者） 

 

４．耐震診断・耐震改修等事業 

 ■民間木造住宅耐震診断費                予算額  １，８８８千円 

地震による家屋の倒壊等の被害を軽減するため、昭和５６年５月３１日以前に着工された

旧基準民間木造住宅の無料耐震診断を実施する。 

計画戸数  ４０戸 

   診断内容  現地調査、一般的補強アドバイスと改修工事を行うときの目安となる工事 

費の説明 

 

■民間木造住宅耐震改修費補助金             予算額  ８，０００千円 

地震による家屋の倒壊等の被害を軽減するため、昭和５６年５月３１日以前に着工された

旧基準民間木造住宅の耐震化を支援する。 

   計画戸数  ８戸 

補助対象  判定値が１．０未満⇒１．０以上かつ判定値を０．３以上引き上げる耐震 

改修工事等 

補助限度額 １００万円（身体障害者手帳の１・２級又は療育手帳のＡ種の方が世帯に 

いる場合は１３０万円） 
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■民間木造住宅除却費補助金               予算額  ２，０００千円 

地震による人的被害等の軽減を図るため、耐震診断の結果「倒壊する可能性がある（可能

性が高い）」と判定された木造住宅（昭和５６年５月３１日以前に着工された旧基準民間木

造住宅）に対して、住宅の取り壊しにかかる費用を支援する。 

   計画戸数  １０戸 

補助対象  判定値が１．０未満の旧基準民間木造住宅の除却工事 

補助限度額 ２０万円 

 

■耐震シェルター・防災ベッド購入補助          予算額  １，５００千円 

 木造住宅の１階に安全な空間を確保するために設置する、耐震シェルター・防災ベッ

ドの設置費用を補助する。 

 ○耐震シェルター・・補助限度額３０万円×３件 

 ○防災ベッド  ・・補助限度額３０万円×２件 

※補助対象等の詳細は、愛知県の補助要綱等を参考とする。 

 

■住宅耐震改修相談会                  予算額     ６１千円 

愛知建築士会会員を相談員として、耐震改修に関する相談会を開催する。 

日時：年１回（令和元年１０月頃） 午前１０時～午後５時 

会場：市役所北館相談室 

 

■民間ブロック塀等撤去費補助金             予算額  ２，０００千円 

災害時における避難路の確保や減災、安全確保を目的とし、安全なまちづくりを推進する

ため、ブロック塀等の撤去に対し補助を行う。 

   計画件数  １０件 

補助対象  市道等（認定市道、赤道、公共施設）に接道（接道部からブロック塀まで

の距離がブロック塀の高さ以内）するブロック塀等の撤去にかかる費用 

補助限度額 ２０万円 

 

■空家解体促進費補助金【新規事業】           予算額  ２，０００千円 

老朽化による危険な空家等の解消により、地域の安全・安心と良好な生活環境を確保する

ため、倒壊又は建築材等の飛散のおそれのある危険な空家等の解体にかかる費用を支援する。 

   計画戸数  １０戸 

補助対象  空家を１棟全て除却し、運搬し、及び処分する解体工事にかかる費用 

補助限度額 ２０万円 

 

５．備蓄物資の整備 

 ■備蓄食糧購入費                    予算額  ３，３８４千円 

  ○クラッカー・・７，７００食   ○ビ ス コ・・３，０００食 

○お こ げ・・１，８００食   ○粉ミルク・・ ９６０回分 

  ○飲 料 水・・２，８８０本 



６．洪水ハザードマップの修正               予算額 １１，０００千円 

  平成２７年の水防法改正により、国、都道府県又は市町村は想定し得る最大規模の降雨・

高潮に対応した浸水想定を実施し、市町村はこれに応じた避難方法等を住民等に適切に周知

するためにハザードマップを作成することが必要となった。 

本市の既存の洪水ハザードマップ（清須市水害対応ガイドブック）についても、想定し得

る最大規模の降雨に対応したものとするため、国・県が公表した洪水浸水想定区域図をもと

に見直しを行う。 

○事業内容 

・地域における水害特性、社会特性の分析 

・避難に関する課題、対応方針、ハザードマップでの表示方法の検討 

・災害状況の整理（洪水浸水想定区域図・気づきマップ・逃げどきマップ） 

○対象河川（本市が洪水浸水想定区域内に入る河川） 

   庄内川、木曽川、新川、五条川、青木川、福田川 

  ○作成部数 

３５，０００部 

  ○配布時期 

令和２年４月（全戸配布予定） 

 

７．市町村防災支援システムの導入             予算額  １，１２７千円 

  災害対策本部における情報の収集と共有・伝達を行う機能を強化し、住民避難の判断を適

切に行うことができる体制を整備するため、愛知県が整備した防災支援システムを導入する。 

 

８．危機管理体制強化事業                 予算額  ５，８９５千円 

  危機管理や災害応急対応のスペシャリストである自衛隊ＯＢを雇用する。 

○勤務体制 週５日（３７．５時間） 

○主な業務 災害発生時…災害対策本部の運営（自衛隊関係機関との連絡調整業務） 

危機管理……危機管理体制の見直し（地域防災計画、業務継続計画） 

災害対処……自主防災組織活性化業務（自主防災訓練指導など） 

 

９．東日本大震災被災自治体の支援 

宮城県東松島市への職員派遣を継続〔６年目・１年間〕 

 


